
公 示

「地域産学連携支援委託事業」の委託先の公募について

農林水産省農林水産技術会議事務局では、「地域産学連携支援委託事業」について、受

託者を以下により公募します。本事業の受託を希望される方は、下記に従い御応募くださ

い。

なお、本委託事業は、平成２５年度予算政府案に基づき公募を行っているため、今後、

変更等があり得ることをあらかじめ御承知おきください。

記

１ 委託事業名

地域産学連携支援委託事業

２ 事業の目的

農林水産・食品分野においては、公的研究機関を中心に様々な技術開発が進められ

ていますが、民間企業による研究開発投資が限定的で、研究開発への参画も少ない状況

となっています。しかし、研究開発によりイノベーションを創出し産業競争力の強化を

促すには、研究の初期段階から民間企業を含む産学官の関係機関が密接に連携し、産学

連携研究を推進することが不可欠です。

このため、農林水産・食品分野の研究に他産業分野の民間企業等を含む多様な機関の

参画を求め、個々の研究の特性に応じ効果的な産学連携体制を構築することが必要であ

ることから、地域における産学連携支援事業を実施します。

３ 事業の概要

農林水産・食品分野の研究に他産業分野の民間企業等を含む多様な機関の参画を求

め、個々の研究の特性に応じ効果的な産学連携体制を構築するため、同分野の高度な専

門性を有するコーディネーターを全国に配置し、研究機関と産業界等とのマッチング促

進や競争的資金の取得等の支援、各種相談対応、技術交流展示会及びセミナーの開催等

を実施します。

事業のより詳細な内容は、「地域産学連携委託事業応募要領」（以下「応募要領」と

いう。）を御参照ください。

４ 予算額（契約限度額）



予算額（契約限度額）は１０５,５９０,０００円（消費税を含む。）を予定していま

す。

５ 応募資格

「応募要領」を御参照ください。

６ 委託期間

委託期間は、契約締結日から平成２６年３月２４日（月）までとします。

７ 公募の実施等

本委託事業の契約予定者については、別途配布する「応募要領」に従って公募を行い、

企画競争による選考を行い、決定します。

（１）応募要領の入手方法

農林水産省のホームページに掲載する「応募要領」を御参照ください。

（２）応募表明書の提出方法、提出先及び提出期限

① 本事業に応募を希望する者は、「応募要領」に従い、②の提出期限までに、「応

募表明書」を１２の「応募、照会等窓口」に持ち込んで下さい。（郵送も可としま

すが、②の期間内に必着のこと。）。

なお、応募表明書を提出しなかった者は、事業企画提案会に参加できないものと

します。

② 応募表明書の提出期限

＜受付期間＞

平成２５年２月１９日（火）から平成２５年３月１８日（月）まで

＜受付時間等＞

受付曜日：月曜日～金曜日（祝祭日を除く。）

受付時間：１０：００～１２：００及び１３：３０～１７：００

受付場所：１２の「応募、照会等窓口」

８ 応募に係る説明会の開催

本委託事業の公募に関する説明会を次のとおり開催します。参加を希望する方は、応

募要領を御参照の上、参加申請をしてください。

（第１回）

日 時：平成２５年２月２１日（木）１０：００～１１：００

場 所：東京都千代田区霞ヶ関１－２－１ 農林水産省 農林水産技術会議事務局 技

術会議会議室（別館６階、ドアNo.別６２０－１）



（第２回）

日 時：平成２５年２月２７日（水）１０：００～１１：００

場 所：東京都千代田区霞ヶ関１－２－１ 農林水産省 農林水産技術会議事務局 資

料室（本館６階南側、ドアＮｏ．６７９）

９ 事業企画提案会の開催

本委託事業に応募した者は、後日開催する事業企画に関する提案会に出席していただ

き、応募要領を基に作成した事業企画書の説明を求めます。

詳細は、「応募要領」を御参照下さい。

１０ 事業企画書及びその他提出資料の提出期限、提出先、提出部数

（１）提出期限 平成２５年３月２５日（月） 正午

（２）提 出 先 １２の「応募、照会等窓口」

（郵送も可としますが、期限までに必着のこと。）

（３）提出部数 ６部

１１ その他

本公示に記載のない事項は、応募要領によるものとします。また、事業の実施の詳細

であって、応募要領に定めのない事項については、１２の「応募、照会等窓口」に照会

願います。

１２ 応募、照会等窓口

〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１

農林水産省 本館６階 ドアＮｏ．６７５

農林水産技術会議事務局研究推進課産学連携室 嶋田、桐木

ＴＥＬ：（０３）３５０２－５５３０（ダイヤルイン）

ＦＡＸ：（０３）３５９３－２２０９

以上公示する。

平成２５年２月１９日

支出負担行為担当官

農林水産技術会議事務局長

小林 裕幸


